
決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円202 地 域 福 祉 推 進 費 1,904,761 1,717,949 福祉の充実（福祉の充実）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］健 康 福 祉 部 国 359,850 １ 福祉・介護サービスの人材の育成と定着 417,068千円企 画 管 理 室 使 8,775 事 業 名 金 額 内 容地 域 福 祉 課 財 14,010保 険 指 導 課 寄 2,000 外国人介護福祉士受入 千円 経済連携協定に基づいて受け入れたインドネシア人介護福祉士候補者の523繰 377,688 支 援 事 業 日本語研修を支援（４施設 10名）越 12,500諸 2,307 福祉・介護従事者の定着促進や若い世代の参入促進など総合的な福祉人 940,819 材確保策を実施前年度繰越分 前年度繰越分 潜在的有資格者等養成支援事業（１養成校）312,332 260,731 福祉人材の確保事業 介護福祉士等有資格者の再就業支援研修を実施31,835当該年度分 当該年度分 [一部障害者自立 ] 複数事業所連携事業（４ユニット）1,592,429 1,457,218 社会福祉法人の小規模事業者等が共同で求人活動、合同研修を実施翌年度へ繰越 職場体験事業（参加者数 234名）20,370 福祉介護職に関心のある者に、福祉介護職場の体験機会を提供等福祉人材センターの広報啓発、福祉人材育成、人材確保等の事業を補助福祉人材センター 8,868 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度運 営 事 業 福祉人材センターの登録者数（名） 499 862 1,328社会福祉法人等と連携し、福祉・介護に関心の高い地域求職者を支援介護就労お助け事業 147,842 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[ ふ る さ と 雇 用 ] 雇用人数（名） － 44 71社会福祉施設職員退職 228,000 民間社会福祉施設職員等の退職手当金支給に要する費用の一部を補助手当共済補助事業２ 福祉のまちづくりのための基盤整備事 業 名 金 額 内 容千円 既設鉄道駅舎の福祉的整備を促進するための助成人 に や さ し い ＪＲ西日本（高田駅）、近鉄（二上駅、八木西口駅、新王寺駅）250,429鉄 道 駅 整 備 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度主要鉄道駅のエレベーター整備率（％） 71 74 85



３ 県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実 178,583千円事 業 名 金 額 内 容千円 判断能力の不十分な高齢者に対し、生活指導員を派遣日常生活自立支援事業 21,427 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度福祉サービス利用を援助した件数（件） 66 59 62民生委員・児童委員に対して、活動を円滑に実施するため研修等を実施民生委員活動への負担金民生委員研修会開催事業への補助民生委員関係事業 154,027 民生委員手帳の作成・購入成 果 指 標 20年度 21年度 22年度研修受講者数（名） 1,363 1,513 1,428社会福祉法人等経営 今後の福祉行政の展開等の参考とするため、社会福祉法人や施設からの実態把握基盤整備事業 3,129 監査資料をデータベース化[ 緊 急 雇 用 ]生活・就労・住宅等の支援 209,400千円事 業 名 金 額 内 容千円 生活保護受給者に対し、就労支援を行う就労支援員を福祉事務所に配置生活保護就労支援事業 11,888 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[ 緊 急 雇 用 ] 就労支援員配置者数（名） － － 7住宅手当緊急特別 離職者が就労活動を安心して行うことができるよう住宅費を給付措 置 事 業 78,230 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[ 緊 急 雇 用 ] 住宅手当支給決定者数（名） － 82 234生活福祉資金相談支援 県及び市町村社会福祉協議会の生活福祉資金相談員配置費用に対する補体制充実補助事業 59,641 助[ 緊 急 雇 用 ] 補助先 県社会福祉協議会緊急雇用創出事業臨時 失業者に対するセーフティネットとして、住居費の援助や就労支援を行59,641特 例 基 金 積 立 金 うための基金の積立て



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円204 保 険 事 業 費 24,477,350 24,352,937 【国民健康保険事業に関する参考指標】 （平成23年３月31日現在）(保 険 指 導 課) 国 125,218 保険者数 保 険 給 付 状 況負 115,000 総 市 組 被 保 険 保険料（税）財 2,764 世 帯 数 加入割合 加入割合 その他の町 者 数 給 付 額 計 調 定 額 24,109,955 給 付 額数 村 合前年度繰越分 前年度繰越分 世帯 ％ 名 ％ 千円 千円 千円 千円3,095 3,095 41 39 2 213,073 37.51 387,463 27.76 92,370,597 783,893 93,154,490 47,490,547当該年度分 当該年度分 「国民健康保険事業状況報告」24,474,255 24,349,842 福祉の充実（福祉の充実）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 国民健康保険対策 9,953,116千円事 業 名 金 額 内 容国 民 健 康 保 険 千円 国民健康保険に対する都道府県財政調整交付金5,459,012財 政 調 整 交 付 金 給付費等の７％国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する助成等国 民 健 康 保 険 3,663,275 保険基盤安定化事業 3,406,592千円基 盤 安 定 化 事 業 保険者支援事業 256,683千円国 民 健 康 保 険 国保運営安定化を図るための高額医療費共同事業への拠出に対する助成高額医療費共同事業 686,157 対象医療費 80万円超財 政 助 成 事 業国 民 健 康 保 険 市町村国保が生活習慣病対策のための特定健診等を実施する費用に対す特 定 健 康 診 査 ・ 144,188 る助成特定保健指導負担金医療費適正化推進事業 484 医療費適正化の法定評価に向けたデータ分析等【後期高齢者医療制度に関する参考指標】 （平成23年３月31日現在）被保険者数 保険給付状況 保険料賦課額65～74歳 75歳以上 療養給付費 療養費等 計名 名 名 千円 千円 千円 千円157,978 4,806 153,172 119,864,468 7,358,730 127,223,198 9,970,854



２ 後期高齢者医療対策 12,321,343千円事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者（75歳以上及び65歳以上の政令で定める障害のある者）の医療費等の給付後 期 高 齢 者 医 療 定率公費負担 9,915,000千円10,372,430給 付 事 業 80万円超の高額医療費の公費負担 452,707千円旧老人保健法に基づく医療等の給付（平成20年３月分まで）4,723千円低所得者に対する保険料の軽減分を公費負担 1,588,267千円後期高齢者医療保険 1,592,338 医療費の低い市町村の被保険者に対して課す不均一保険料との差額を公基 盤 安 定 化 事 業 費負担 4,071千円後期高齢者医療財政 保険料の収納リスクや見込み以上の医療給付費の増加に対応するための346,575安 定 化 基 金 事 業 基金の積立て後期高齢者保険料 健診経費の一部を助成することにより、保険料の上昇を抑制し、後期高10,000負担軽減補助事業 齢者の負担を軽減３ 福祉医療対策 2,002,894千円事 業 名 金 額 内 容千円 対象 昭和15年７月31日までに生まれた70歳未満の者老人医療費助成事業 13,702 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度受給者数（名） 4,621 2,482 348対象 ０歳～就学前の者乳幼児医療費助成事業 675,787 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度受給者数（名） 64,045 63,252 62,350対象 １歳以上の心身障害者で後期高齢者医療制度非加入者心 身 障 害 者 （身障手帳１・２級又は療育手帳Ａ１・Ａ２所持者）610,564医 療 費 助 成 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度受給者数（名） 9,510 10,084 10,209



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 対象 母子家庭の母等と18歳到達後最初の3月31日までの児童母子医療費助成事業 284,516 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度受給者数（名） 26,432 27,125 27,022対象 後期高齢者医療制度に加入の心身障害者又は母子家庭の母等重度心身障害老人 418,325 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度等医療費助成事業 受給者数（名） 11,041 11,290 11,273204 健 康 づ く り 推 進 費 126,069 101,382 健康づくり［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 49,711千円(健康づくり推進課) 国 28,709 事 業 名 金 額 内 容手 129繰 21,594 千円 健康長寿文化づくり対策 50,950 健康づくりの気運を醸成するため県民講演会を開催翌年度へ繰越 平成23年１月22日 文化会館小ホール4,962 プロランニングコーチ金哲彦氏の講演及び知事との対談今後の健康づくり施策の基礎資料とするための調査を実施健康長寿文化づくり 健康長寿基礎調査推 進 事 業 13,139 地域・学校における健康長寿ネットワーク対策[ 一 部 緊 急 雇 用 ] かかりつけ医や健康ボランティア等の連携による地域に根ざした健康づくりの推進香芝市、斑鳩町、大淀町でモデル事業を実施保険者による健康長寿ネットワーク対策健康づくり事例の普及啓発を図るための調査を実施県と県内大学生との連携（ヘルスチーム菜良）による若年世代に対する大学生による健康 673 栄養・食生活改善の支援づ く り 応 援 事 業 サークルＫサンクスとのバランスのよいお弁当の協働開発健康ウォーキングポイント制度（ウォーキングマイレージ）の実施参加者数 39,788名健康ウォーキング事業 912 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度マイレージ登録事業数（事業） － 57 74食育推進ネットワークの構築食 育 推 進 事 業 967 食育フェアの開催（平成22年９月26日）文化会館小ホール・展示室 参加者数 150名



健康増進法に基づき市町村が実施する健康教育・健康診査等の保健事業健康増進普及推進事業 31,324 に対する助成がん検診受診促進キャンペーンの実施「奈良県がんと向き合う日」知っとこキャンペーンの実施がん検診等推進事業 2,477 平成22年10月10日 奈良ファミリー乳がん検診実施 参加者数 50名 啓発用品配布店舗・公共施設・職場等での受動喫煙防止等の取組の推進未成年や妊婦等の喫煙防止対策の推進たばこ対策推進事業 219 世界禁煙デー街頭キャンペーン平成22年５月31日に県下一斉街頭キャンペーンを実施208 障 害 福 祉 対 策 費 7,874,501 6,978,120 【障害者（児）福祉施策に関する参考指標】(障 害 福 祉 課) 国 967,652 身体障害者手帳交付状況 （平成23年３月31日現在）負 625 区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計財 6,001 名 名 名 名 名 名 名繰 1,100,353 視 覚 1,691( 17) 1,333( 3) 343( 1) 449( 7) 653( 3) 559( 2) 5,028( 33)越 113,454諸 115,500 聴 覚 平 衡 機 能 549( 7) 1,413( 88) 803( 38) 1,111( 18) 27( 1) 1,930( 48) 5,833( 200)4,674,535前年度繰越分 前年度繰越分 言語そしゃく機能 38( 0) 41( 0) 370( 3) 210( 18) － － 659( 21)259,348 259,153当該年度分 当該年度分 肢 体 不 自 由 6,189(279) 6,371(147) 7,126( 78) 10,096( 37) 3,538( 28) 1,654( 13) 34,974( 582)7,615,153 6,718,967翌年度へ繰越 内 部 機 能 8,751(140) 239( 7) 2,999( 91) 3,948( 44) － － 15,937( 282)646,612 計 17,218(443) 9,397(245) 11,641(211) 15,814(124) 4,218( 32) 4,143( 63) 62,431(1,118)（注）( )内は、18歳未満児で内数 「障害福祉課調べ」療育手帳交付状況 （平成23年３月31日現在）区 分 Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計18 歳 未 満 917名 1,786名 2,703名18 歳 以 上 3,503名 2,963名 6,466名計 4,420名 4,749名 9,169名「障害福祉課調べ」



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 障害者（児）福祉施設の状況 （平成23年３月31日現在）区 分 知的障害者施設 身体障害者施設 障害者支援施設 障害児施設 計施 設 数 15カ所 3カ所 19カ所 12カ所 49カ所定 員 686名 162名 1,011名 689名 2,548名利 用 人 員 657名 164名 946名 420名 2,187名「障害福祉課調べ」福祉の充実（福祉の充実）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 福祉サービスの人材・施設・在宅ケアの充実事 業 名 金 額 内 容千円 障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、特別対策を実施事業者に対する運営の安定化等を図る措置障 害 者 自 立 支 援 事業運営安定化事業、通所サービス利用促進事業等特 別 対 策 事 業 926,765 新法への移行等のための円滑な実施を図る措置[ 障 害 者 自 立 ] 小規模作業所緊急支援事業、デイサービス事業緊急移行支援事業等福祉・介護人材の処遇改善を図る措置２ 地域で安心してくらし、働ける体制の整備 40,893千円事 業 名 金 額 内 容千円 総合相談支援体制整備事業各圏域に圏域マネージャーを配置して、圏域内の相談支援事業所及び地域自立支援協議会への助言指導を実施障 害 者 相 談 支 援 障害児等療育相談事業22,342体 制 整 備 事 業 専門性の高い相談に対し、広域的な支援を実施成 果 指 標 20年度 21年度 22年度地域自立支援協議会設置済市町村割合（％） 87 90 90奈良県工賃倍増５カ年計画の実現に向け、就労関係事業所で働く障害者の工賃水準の引き上げを支援就労収入向上支援チームの派遣、各事業所による工賃倍増計画の作成障 害 者 働 き が い 18,551 支援、企業等との共同受注の取りまとめ等による活動支援、就労関係支 援 事 業 事業所や職業指導員の意識改革のための研修成 果 指 標 20年度 21年度 22年度対象事業所平均月額工賃（円） 11,520 10,291 11,264



３ 地域生活基盤の整備 3,334,572千円事 業 名 金 額 内 容千円 居宅介護、行動援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、児童デイサービス、短期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援、障 害 者 自 立 支 援 サービス利用計画作成2,020,109介 護 給 付 事 業 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担成 果 指 標 20年度 21年度 22年度介護給付事業指定事業者数（事業者） 832 903 1,047就労継続Ａ型、Ｂ型、自立訓練、就労移行支援、共同生活援助、共同生活介護障 害 者 自 立 支 援 584,583 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担訓 練 等 給 付 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度訓練等給付事業指定事業者数（事業者） 91 151 158障害者の自立と社会参加促進を目的とする市町村事業に対する助成市 町 村 地 域 生 活 243,308 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度支 援 事 業 市町村実施事業数（事業） 38 38 3818歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減もしくは改善する自立支援医療事業 369,472 医療を受けた場合に市町村が行う医療給付に対する県負担負担区分 国1／2直接 県1／4 市町村1／4発達障害者支援センター運営事業発達障害者支援センターの運営発達障害者支援事業 発達障害者支援体制整備検討委員会開催27,067[一部ふるさと雇用] 設置場所 仔鹿園成 果 指 標 20年度 21年度 22年度相談件数（件） 2,006 2,383 2,603障 害 者 ト ー タ ル 障害者のライフステージに応じた総合的な支援サポート体制構築事業 431 障害者トータルサポート推進委員会の設置[ 障 害 者 自 立 ] 相談支援の実態・課題把握、相談支援に関する評価手法の検討・実施障害者グループホームの整備に対する補助障害者グループホーム 補助先 （福）泰久会（施設整備）等 整 備 事 業 9,014 （福）大和高田育成福祉会 今里（大規模改修）[ 一 部 緊 急 雇 用 ] （ＮＰＯ）吉野コスモス会（改修）



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 重症心身障害児（者）ケアの充実に向けた支援重症心身障害児（者） 重症心身障害児施設への看護師確保コーディネーター設置医療ケア推進事業 在宅重症心身障害児（者）実態調査の実施18,584[一部ふるさと雇用] 医療ネットワーク構築会議の開催[ 一 部 緊 急 雇 用 ] 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度医療ネットワーク構築会議参画数（機関） － － 22病気や事故により脳に障害を受け、日常生活に大きな支障のある高次脳機能障害者への支援高 次 脳 機 能 障 害 高次脳機能障害支援センターの運営支 援 事 業 11,268 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[一部ふるさと雇用] 高次脳機能障害支援センターの相談件数（件） 414 1,562 1,836在宅の重症心身障害児（者）に対し、通園の方法による日常生活動作、運動機能訓練等を実施重症心身障害児（者） 39,475 実施施設 東大寺整肢園、国立病院機構松籟荘病院、吉野学園通 園 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度月平均利用者数（名） 21 20 20福祉作業所の運営助成実施主体 市町村心 身 障 害 者 通 所 7,774 補 助 先 大和郡山市外４市町村（５作業所）援 護 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度補助対象施設数（施設） 18 11 5福祉サービス及び相談支援の質の向上を図るための必要な人材の育成相談支援従事者研修事業 研修修了者数 175名障害程度区分認定調査員等研修事業 研修修了者数 59名人 材 育 成 事 業 2,012 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度相談支援従事者研修課程累積修了者数（名） 692 893 1,043事業者指定等事業障 害 者 自 立 支 援 1,475 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及び指定相談支援に推 進 事 業 おける事業所登録情報の管理



成 果 指 標 20年度 21年度 22年度指定事業所の登録サービス件数（件） 1,003 1,137 1,205４ 障害者の社会参加促進事 業 名 金 額 内 容千円 障害者社会参加総合推進事業団体委託手話通訳者等養成事業、視覚障害者情報支援事業、障害者110番事業、中途失明者等生活訓練事業、障害者社会参加総合 26,807 奈良県障害者スポーツ大会開催事業（４月～５月にかけて実施）推 進 事 業 全国障害者スポーツ大会選手団派遣事業（10月23日～25日 千葉県）等成 果 指 標 20年度 21年度 22年度登録手話通訳者数（名） 107 110 117５ 福祉サービスの人材・施設・在宅ケアの充実事 業 名 金 額 内 容障 害 者 福 祉 施 設 千円 障害者支援施設に対する耐震化整備補助278,267整 備 事 業 補助先 （福）青垣園 （改築）６ 施設訓練等の支援 1,765,367千円事 業 名 金 額 内 容千円 知的障害者福祉法等により設置された心身障害者施設の利用者を施設において支援する給付費等及び心身障害児施設の入通所児を保護、育成す心身障害者（児）施設 1,749,572 るための措置費及び給付費運 営 費 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度心身障害者施設及び障害児施設数（施設） 48 37 30障害者自立支援法に基づく就労移行支援、就労継続支援等の新事業への移行に必要な設備整備等に対する補助障 害 者 就 労 訓 練 補助先 いっぽの家作業所運営委員会、（福）ライフネット、15,795設 備 等 整 備 事 業 （福）万葉荘園、（福）やまと成 果 指 標 20年度 21年度 22年度補助対象施設数（施設） 9 8 6



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円214 総 合 リ ハ ビ リ 604,419 502,161 総合リハビリテーションセンター・福祉パークの管理テーションセンター費 国 176,243 事 業 名 金 額 内 容(障 害 福 祉 課) 使 4,883手 6,425 千円 指定管理者への運営委託財 408 指定管理者 （福）奈良県社会福祉事業団繰 11,384 総 合 リ ハ ビ リ 指 定 期 間 平成18～22年度諸 1,743 テーションセンター・ 502,161 病院部門（診療10科100床）、施設部門（４部門）、起 35,800 福祉パーク管理事業 県営福祉パーク（福祉住宅体験館を含む）の運営 265,275 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度前年度繰越分 前年度繰越分 延べ患者数（入院・外来）（名） 79,191 80,350 82,621129,595 100,154当該年度分 当該年度分474,824 402,007翌年度へ繰越64,300216 長 寿 社 会 対 策 費 16,682,687 15,994,258 【高齢者福祉対策に関する参考指標】地 域 福 祉 課 国 988,892 高齢者の現況 （平成22年10月１日現在）長 寿 社 会 課 手 5,115 県 人 口 高 齢 者 人 口（県人口に占める割合）財 30,137 65歳以上 333,301名 （23.44％）繰 2,291,344 1,422,033名 75歳以上 153,151名 （10.77％）越 201,250諸 20,300 「統計課調べ」起 161,900 要介護（要支援）認定者数 （平成23年３月31日現在）12,295,320前年度繰越分 前年度繰越分 区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計291,810 291,810当該年度分 当該年度分 第１号被保険者 7,889名 8,928名 8,710名 9,752名 7,770名 6,288名 5,002名 54,339名16,390,877 15,702,448翌年度へ繰越 第２号被保険者 151名 268名 223名 377名 238名 219名 215名 1,691名467,785 総 数 8,040名 9,196名 8,933名 10,129名 8,008名 6,507名 5,217名 56,030名「長寿社会課調べ」



入所施設及び通所・利用施設の現況 （平成23年３月31日現在）介 護 老 人 高 齢 者介 護 老 人 介護療養型 養 護 軽 費 有 料区 分 福 祉 施 設 ケアハウス 生 活 福 祉保 健 施 設 医 療 施 設 老人ホーム 老人ホーム 老人ホーム（特 養） セ ン タ ー施 設 数 74カ所 40カ所 13カ所 12カ所 6カ所 33カ所 31カ所 3カ所定 員 5,362名 3,563名 918名 850名 320名 1,143名 2,250名 40名「長寿社会課調べ」指定介護サービス事業所の現況 （平成23年３月31日現在）居 宅 サ ー ビ ス訪問 訪問 訪問 通所 通所 短期 短期 特定 福祉 福祉 居宅介護区 分 計用具 用具 小計 支 援介護 入浴 看護 介護 リハ 生活 療養 施設 貸与 販売カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所事 業 所 数 483 36 80 336 70 88 54 36 143 153 1,479 489 1,968地域密着型サービス（市町村指定）区 分 夜間対応 認知症対応 小 規 模 グループ 小規模介護 計訪問介護 通 所 介 護 多 機 能 ホ ー ム事 業 所 数 1カ所 25カ所 17カ所 92カ所 135カ所 270カ所「長寿社会課調べ」福祉の充実（福祉の充実）[「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題]１ 介護保険制度の着実な推進と介護サービスの人材確保・育成 13,296,940千円事 業 名 金 額 内 容千円 介護保険施設等が職員を研修に派遣する場合に必要となる代替職員の雇介護職員研修支援事業 用を支援67,166[ 緊 急 雇 用 ] 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度雇用創出人数（名） － 43 68介護についての理解と認識を深めるために、「介護の日」を中心にその前後を啓発活動の重点実施期間とし、趣旨にふさわしい啓発活動を実施「 介 護 の 日 」 550 「なら介護の日2010」の開催 平成22年11月13日 参加者数 300名啓 発 活 動 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度「なら介護の日」の参加者数（名） － 500 300



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 介護給付費の負担地域支援事業交付金財政安定化基金の管理・運用低所得利用者負担対策事業社会福祉法人による利用者負担額減免措置事業実施 奈良市外９市町村 対象者数 103名介護保険制度推進事業保険者指導、小規模保険者の指導・支援介護保険事業支援計画の推進介護給付適正化推進事業ケアマネジメント等適正化推進事業事業者支援事業新規指定事業所説明会の実施 12回介 護 保 険 制 度 介護サービス情報の公表事業推 進 事 業 13,184,498 指定情報公表センター １機関[一部介護職員処遇] 指定調査機関 ３機関指定介護職員処遇改善事業申請事業所数（サービス単位） 1,006事業所介護支援専門員、認定調査員等研修事業介護支援専門員実務研修 修了者数 334名介護支援専門員実務従事者基礎研修 修了者数 78名介護支援専門員更新（専門）研修 修了者数 370名介護支援専門員再研修 修了者数 61名主任介護支援専門員研修 修了者数 63名認定調査員研修 修了者数 1,713名主治医研修 修了者数 122名審査会委員研修 修了者数 303名成 果 指 標 20年度 21年度 22年度介護サービス施設・事業所数（事業所） 2,093 2,097 2,177地域失業者の雇用及び資格取得の支援を居宅サービス事業所等に委託介護職員人材育成事業 44,726 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[ 緊 急 雇 用 ] 雇用創出人数（名） － － 48



２ 地域ケア体制整備に対する支援 8,113千円事 業 名 金 額 内 容千円 医療機関から在宅療養生活への円滑な移行と切れ目のない質の高いケアの提供体制を確立するため、訪問看護ステーションのネットワーク化を支援訪問看護ステーションネットワーク会議の開催訪問看護ステーション 366 平成22年６月５日・７月３日・８月７日・12月４日、ネットワーク支援事業 平成23年１月８日・２月５日在宅療養生活支援のための地域連携システム構築検討会の開催平成23年３月10日成 果 指 標 20年度 21年度 22年度訪問看護ステーション数（事業所） 80 70 78小規模多機能型居宅介護サービスを普及啓発し、社会的認知度を高めるとともに利用を促進小規模多機能型居宅介護利用促進事業試行的利用経費補助 利用者延べ数 104人小 規 模 多 機 能 型 5,608 小規模多機能型居宅介護事業所職員研修受講支援居宅介護普及促進事業 研修受講支援の助成 研修受講者 35人成 果 指 標 20年度 21年度 22年度小規模多機能型居宅介護事業所数（事業所） 11 13 17医療や介護基盤等が整った地域等をモデルに、保健・医療・介護・福祉医 療 と 介 護 の の連携強化に向け、地域ケア会議を開催415連携システム構築事業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度地域ケア会議の開催回数（回） － － 8高齢者の生活支援に向けた民間企業等との連携や高齢者の生活スタイルを活動的に変えるための意見交換等を実施高齢者の暮らしを 民間企業等との連携協定 １件支えるネットワーク 232 アクティブシニア研究会開催 ２回構 築 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度民間企業等との連携等の取組件数（件） － － 1



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者の相談・支援体制の中心となる地域包括支援センターの機能を強地 域 包 括 支 援 317 化するため、意見交換等を実施センター機能強化事業 地域包括支援センター機能強化推進会議開催 ４回市町村が設置する地域包括支援センターへの支援を実施地 域 包 括 支 援 地域包括支援センター職員研修 修了者数 37名1,174セ ンター支援事業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度研修受講者数（名） 99 102 37検査・監査機能強化の 社会福祉法人等への効果的な指導監査を実施するため「医療・福祉分野ためのガイドライン 1 における検査・監査機能強化のためのガイドライン」を策定策 定 事 業３ 在宅福祉の充実 7,345千円事 業 名 金 額 内 容千円 認知症高齢者が「住み慣れた地域で安心して暮らす」ことができるよう認知症に携わる専門職の支援及び県民に対する啓発の実施認知症ケアサポートの推進認知症サポート医養成研修 修了者数 ２名かかりつけ医研修 委託先 （社）奈良県医師会平成22年12月９日 修了者数 71名認 知 症 対 策 事 業 5,002 認知症高齢者やその家族との交流等による支援委託先 （社）認知症の人と家族の会奈良県支部認知症サポーター養成事業サポーター養成講座の開催 養成者数 756名成 果 指 標 20年度 21年度 22年度県が行った認知症サポーター及びキャラバンメイトの養成数（名） 1,652 1,861 879介護保険対象サービスに直接従事する職員に対する認知症高齢者の処遇認知症介護研修事業 2,054 に関する研修認知症介護実践研修事業



修了者 実践者研修 200名 実践リーダー研修 33名認知症対応型サービス事業開設者研修事業 修了者数 ６名認知症対応型サービス事業管理者研修事業 修了者数 63名小規模多機能サービス等計画作成担当者研修事業 修了者数 20名フォローアップ研修事業 養成者数 １名成 果 指 標 20年度 21年度 22年度実践者等養成研修修了者数（名） 325 359 323高齢者虐待防止に携わる専門職の支援及び県民に対する意識啓発の実施高齢者虐待対応力向上研修会の開催 参加者数 55名高齢者虐待防止事業 289 高齢者虐待防止研修会の開催 参加者数 163名成 果 指 標 20年度 21年度 22年度セミナー参加者・研修受講者数（名） 322 380 218４ 高齢者福祉の総合推進体制の整備事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者及びその家族からの各種相談に総合的に対応高 齢 者 総 合 相 談 12,580 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度センター運営事業 相談件数（件） 606 663 841５ 老人福祉施設の整備・運営 1,633,853千円事 業 名 金 額 内 容千円 ９施設 大和高田市 50名 和里 （○22～○23）大和郡山市 50名 （仮）あいの郷 （○22～○23）橿原市 50名 橿原の郷 （○21～○23）桜井市 48名 秀華苑 （○21～○23）宇陀市 50名 やまびこ （○21～○23）特 別 養 護 老 人 242,950 田原本町 50名 （仮）しきの郷 （○22～○23）ホ ー ム の 整 備 河合町 50名 （仮）大和の郷 （○21～○23）吉野町 50名 （仮）柳光 （○21～○23）下市町 50名 北野しもいち彩の里 （○21～○22）成 果 指 標 20年度 21年度 22年度特養入所定員（床） 5,166 5,256 5,362



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 地域密着型介護老人福祉施設等の小規模福祉施設の基盤整備及び既存施設のスプリンクラー設備設置を促進小規模特別養護老人ホーム １事業所介護基盤緊急整備 グループホーム ５事業所特 別 対 策 事 業 610,425 小規模多機能型居宅介護施設 ８事業所[ 介 護 基 盤 整 備 ] 認知症対応型デイサービス １事業所有料老人ホーム １事業所成 果 指 標 20年度 21年度 22年度整備事業所数（事業所） － 3 16地域密着型介護老人福祉施設等の開設準備経費を助成することにより、開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援特別養護老人ホーム ４事業所施設開設準備経費 小規模特別養護老人ホーム １事業所助成特別対策事業 220,169 グループホーム ８事業所[ 介 護 職 員 処 遇 ] 小規模多機能型居宅介護施設 ５事業所成 果 指 標 20年度 21年度 22年度助成事業所数（事業所） － 3 18軽 費 老 人 ホ ー ム 軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額を助成560,309運 営 費 助 成 事 業 対象施設 23施設高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進 62,600千円事 業 名 金 額 内 容千円 適正老人クラブ数 1,358クラブ（会員数 95,963名）老 人 ク ラ ブ 活 動 26,828 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度助 成 事 業 補助実施市町村数（市町村） 38 38 38地域で抱える課題解決のため、高齢者等が仲間で事業を創設する活動を地 域 支 え 合 い 支援1,061カンパニー支援事業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度応募者件数（件） 2 4 0



啓発普及情報誌の発行 年４回 15,000部／回スポーツ・健康・地域活動等促進組織づくり長寿と健康の祭典式典、イベント 平成22年９月11日参加者数 約2,300名高齢者美術展平成22年８月26日～９月２日 応募点数 ６種目 248点スポーツ文化・交流大会長寿社会推進事業 34,057 グラウンド・ゴルフ、ゲートボール、ペタンク外５種目全国健康福祉祭（石川県）平成22年10月８日～12日 20競技種目 参加者数 117名指導者養成等まほろばシニアリーダーカレッジ 受講者数 86名シニア軽スポーツ普及員養成講座 受講者数 80名高齢者の人材活用シニアグループリーダー人材情報バンク成 果 指 標 20年度 21年度 22年度指導者養成講座受講者数（名） 699 830 752高齢者、障害者等の雇用を確保するため、地域での様々な社会的課題解決を図る起業を支援ソーシャルファームセミナー開催高 齢 者 ・ 障 害 者 等 平成23年２月13日 参加者数 119名654就 労 支 援 事 業 先進事例視察実施平成23年３月28日 参加者数 16名成 果 指 標 20年度 21年度 22年度ソーシャルファーム起業数（件） － － 0



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円218 児童健全育成対策費 3,617,524 3,518,047 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】 （各年５月１日調査）( こ ど も 家 庭 課 ) 国 232,754 年 度 20年度 21年度 22年度繰 149,681 放課後児童クラブ登録児童数（奈良市含む） 10,035名 10,094名 9,868名越 4,225 「厚生労働省調べ」3,131,387前年度繰越分 前年度繰越分 【児童虐待対策に関する参考指標】 （各年３月31日現在）8,450 8,450 年 度 20年度 21年度 22年度当該年度分 当該年度分 児童虐待相談件数（県こども家庭相談センター受付分） 605件 639件 728件3,609,074 3,509,597 「福祉行政報告例」福祉の充実（子育て支援の充実）［「平成22年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 仕事と子育ての両立支援 404,539千円事 業 名 金 額 内 容千円 放課後児童クラブ運営費補助補助先 大和高田市外26市町村 補助対象クラブ数 167クラブ放 課 後 児 童 健 全 377,087 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度育 成 事 業 費 補 助 放課後児童クラブ数（奈良市含む）（カ所） 204 212 233放課後児童クラブ 放課後児童クラブ施設整備補助27,452施 設 整 備 費 補 助 補助先 大和郡山市、天理市、生駒市 補助対象クラブ数 ３クラブ２ 地域における子育てサポートの充実 136,245千円事 業 名 金 額 内 容千円 地域に密着した子育て相談支援体制の充実児童家庭支援センター 児童家庭支援センターあすか、児童家庭支援センターてんり16,492運 営 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度相談件数（件） 624 756 824地域子育て創生事業 地域の実情に応じた創意工夫のある子育て支援活動への助成119,753[ 安 心 こ ど も ] 補助先 大和高田市外18市町村、ＮＰＯ法人おかえり（47事業）



３ 児童虐待対策 19,577千円事 業 名 金 額 内 容千円 虐待対応専門「こども支援課」の運営、家族療法対応職員の配置、虐待対応24時間体制の整備（中央こども家庭相談センター）児童虐待防止ネットワーク推進事業児童虐待防止支援事業 14,989 オレンジリボンキャンペーンによる啓発活動成 果 指 標 20年度 21年度 22年度児童虐待相談件数（件） 605 639 728市町村等の要請に基づくスーパーアドバイスチーム等の派遣市町村職員等を対象とした意識改革・スキル向上のための研修「みんなで見守る」 基礎研修 平成22年７月１日 参加者数 442名児童虐待の防止・ 4,588 専門実務研修 平成22年10月22日、25日、26日 参加者数 138名支 援 事 業 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度スーパーアドバイスチーム要請件数（件） － 13 16４ 要保護児童の増加への対応事 業 名 金 額 内 容千円 里親制度の広報啓発、里親の開拓及び委託の推進、里親への支援里 親 推 進 事 業 2,911 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度里親月初日平均委託児童数（名） 31 34 31５ 少子化対策の推進 2,927,986千円事 業 名 金 額 内 容千円 児童手当（平成22年２月～３月分）対 象 小学校第６学年修了までの児童を養育している父母等手当月額 ３歳未満 10,000円児童手当・こども手当 ３歳以上 第２子まで 5,000円2,906,109の 給 付 第３子以降１人当たり 10,000円子ども手当（平成22年４月～平成23年１月分）対 象 中学校修了までの児童を養育している父母等手当月額 児童１人当たり 13,000円



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備を図るための施策を展開奈良県こども・子育て応援県民会議の運営「なら結婚・子育て応援団」事業次 世 代 育 成 支 援 父親の子育て参加促進地域活動支援事業対 策 推 進 事 業 12,845 多世代子育て推進事業[一部安心こども ] 子育て支援者スキルアップ事業成 果 指 標 20年度 21年度 22年度結婚と子育てを応援する企業・ＮＰＯの数（件） 813 699 742地域における子育てしやすい環境づくりの推進を支援子育て総合相談窓口の設置子育て家庭サポート 子育て支援サークル等の情報交流会の開催9,032セ ン タ ー 事 業 子育てホームページの運営 アクセス件数 1,013,987件成 果 指 標 20年度 21年度 22年度子育てサークルの数 （件） 251 304 304220 児 童 保 護 費 5,177,284 4,836,593 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】 （平成23年３月１日現在）( こ ど も 家 庭 課 ) 国 1,297,293 区 分 保育所数 入所定員 入所現員負 6,733 認 可 保 育 所 （ 公 立 ） 89カ所 9,875名 8,800名手 3,234 認 可 保 育 所 （ 私 立 ） 59カ所 7,861名 8,498名財 6,818 合 計 148カ所 17,736名 17,298名繰 1,488,420 「福祉行政報告例」（奈良市を除く）越 177,331諸 220 【要保護児童に関する参考指標】 （平成23年３月１日現在）1,856,544 区 分 施 設 数 入所定員 入所現員前年度繰越分 前年度繰越分 児 童 養 護 施 設 6カ所 372名 315名178,330 177,331 乳 児 院 2カ所 50名 33名当該年度分 当該年度分 母 子 生 活 支 援 施 設 3カ所 80世帯 73世帯4,998,954 4,659,262 「福祉行政報告例」及び「奈良県調べ」翌年度へ繰越278,925



６ 児童福祉施設の整備等 599,529千円事 業 名 金 額 内 容社会的養護拡充事業 千円 児童福祉施設等入所児童の生活環境改善のための施設改修、備品配備等87,200[ 安 心 こ ど も ] に対する助成等児 童 養 護 施 設 等 児童養護施設等の耐震化整備に対する助成整 備 事 業 512,329 補助先 大和育成園、愛染寮、いこま乳児園[ 社会福祉耐震化 ]７ 仕事と子育ての両立支援 2,312,770千円事 業 名 金 額 内 容千円 私立保育所に入所した乳幼児の保育にかかる経費を負担補助先 大和高田市外29市町村保 育 所 運 営 費 936,515 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度私立保育所月初日平均入所児数（名） 7,387 7,709 8,133障害児をより多く受け入れ、かつ、障害児に手厚いケアを実施する保育所に対する助成障 害 児 保 育 受 入 36,852 補助先 大和高田市外11市町促 進 事 業 費 補 助 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度実施保育所数（カ所） 26 35 35保育を行う上で特に配慮が必要と認められる児童が多数入所している保育所に対し、入所児童の処遇向上のために保育士を加配する経費を補助家庭支援推進保育 補助先 大和高田市外12市町20,601事 業 費 補 助 研修の促進のため、必要な経費を補助 補助先 奈良県解放保育研究会成 果 指 標 20年度 21年度 22年度家庭支援推進保育事業実施保育所数（カ所） 28 25 24保育所における１歳児の処遇改善のため、１歳児の保育を担当する保育士の配置基準の改善に必要な経費を補助（平成21年度より民営保育所の２歳未満児保育実施 み対象）8,218事 業 費 補 助 補助先 大和高田市外24市町村成 果 指 標 20年度 21年度 22年度対象保育所に入所している延べ１歳児数（名） 24,095 13,415 12,266



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 看護師等により病児・病後児・体調不良児に対する一時預かりや緊急対応を実施する保育所等に対する助成病児・病後児保育 40,791 補助先 天理市外７市町事 業 費 補 助 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度実施保育所数（カ所） 15 14 14勤労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保育所の開所時間（11時間）を超えた保育を行う保育所に対する助成延長保育事業費補助 217,924 補助先 大和高田市外20市町村成 果 指 標 20年度 21年度 22年度実施保育所数（カ所） － － 58保育所等の緊急整備等に要する経費を助成安 心 子 育 て 支 援 補助先 奈良市外７市町村対 策 事 業 1,051,869 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[ 安 心 こ ど も ] 実施保育所数（カ所） － 4 18８ 要保護児童の増加への対応事 業 名 金 額 内 容千円 児童養護施設等に入所措置した要保護児童等の保護にかかる経費成 果 指 標 20年度 21年度 22年度児 童 保 護 措 置 費 1,368,599 児童養護施設等月初日平均入所児童数（名） 423 420 423児童福祉施設職員の資質の向上事 業 名 金 額 内 容千円 児童福祉施設職員の資質の向上を図るため、研修を実施児童福祉施設職員 469 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度研 修 会 実 施 費 研修会等実施回数（回） 14 11 15



220 母 子 福 祉 対 策 費 1,212,359 1,139,636 母子家庭等に対する助成及び自立支援 1,084,984千円( こ ど も 家 庭 課 ) 国 345,104 事 業 名 金 額 内 容負 18繰 86,422 千円 母子家庭等に対する手当の支給諸 20 手当月額 全部支給 41,720円 708,072 一部支給 41,710円～9,850円翌年度へ繰越 児童扶養手当給付事業 987,907 ２人目加算 5,000円12,800 ３人目以降加算 3,000円成 果 指 標 20年度 21年度 22年度受給資格者数（名） 2,179 2,270 2,380母子家庭の母等の就業を促進するため、就業支援サービスを提供就業支援事業就業支援講習会等事業母子家庭等就業・自立 就業情報提供事業15,939支 援 センター事業 母子家庭地域生活支援事業自立支援プログラム策定事業成 果 指 標 20年度 21年度 22年度相談件数（件） 2,264 2,261 2,118一時的な生活援助や保育サービスが必要な場合、家庭生活支援員を派遣母 子 家 庭 等 1,428 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度生 活 支 援 事 業 利用件数（件） 87 81 84母子家庭自立支援 母子家庭の母の就業を促進するための支援給 付 金 事 業 76,423 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度[一部安心こども ] 高等技能訓練促進費受給者数（名） 4 13 14ひとり親家庭支援事業 ひとり親家庭等の自立支援プラン策定事業 57千円3,196[ 一部安心こども ] 戸別訪問相談支援事業 3,140千円回収困難な母子寡婦福祉資金等返還未収金債権に係る回収を民間の債権未収金対策強化事業 91 回収業者に委託



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円222 精 華 学 院 費 905,323 847,175 精華学院の整備( こ ど も 家 庭 課 ) 国 171,510 事 業 名 金 額 内 容負 1,344繰 36,300 千円 本館・寮等工事 576,223千円精華学院整備事業越 15,500 622,954 旧職員宿舎等解体 10,731千円[ 一部安心こども ]諸 18,679 仮設寮設置 36,000千円603,842前年度繰越分 前年度繰越分15,500 15,500当該年度分 当該年度分889,823 831,675翌年度へ繰越32,364224 こ ど も 家 庭 465,953 450,709 【ＤＶ被害者支援に関する参考指標】 （各年３月１日現在）相 談 セ ン タ ー 費 国 33,322 年 度 20年度 21年度 22年度( こ ど も 家 庭 課 ) 繰 15,812 ＤＶ相談件数 1,009件 1,165件 1,051件401,575 中央こども家庭相談センター、高田こども家庭相談センター、女性センター実績女性相談保護対策等の充実 37,071千円事 業 名 金 額 内 容千円 中央こども家庭相談センターにおける女性一時保護及び生活指導女性相談対策事業 25,248 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度ＤＶによる一時保護件数（件） 97 108 114心理担当職員の設置、夜間相談窓口の運営ＤＶ被害者支援事業 6,387 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度ＤＶ相談件数（件） 1,009 1,165 1,051女性一時保護委託、ＤＶ被害者支援員の設置要援護家庭支援の推進 5,436 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度一時保護委託件数（件） 7 12 20



こども家庭相談センターの整備 16,888千円事 業 名 金 額 内 容こ ど も 家 庭 相 談 千円シ ス テ ム 化 事 業 15,812 児童相談記録票等の電子ファイル化[ ふ る さ と 雇 用 ] 中央こども家庭相談センターにおいて、要保護児童に対してより一層心こどもの安らぎ・癒し 1,076 温まるきめ細かいケアを行う環境づくりを推進するため、施設整備のあ環境づくり検討事業 り方について検討226 扶 助 費 5,352,500 5,256,086 【生活保護に関する参考指標】 （各年度平均）(地 域 福 祉 課) 国 3,627,746 被 保 護 世 帯 及 び 人 員 の 数1,628,340 区 分 20年度 21年度 22年度世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員奈良県郡部 1,882世帯 2,645名 2,028世帯 2,853名 2,200世帯 3,081名奈良県市部（十津川村を含む） 9,318世帯 13,806名 10,020世帯 14,881名 10,792世帯 16,058名奈良県合計 11,200世帯 16,451名 12,048世帯 17,734名 12,992世帯 19,139名「福祉行政報告例」低所得者の援護事 業 名 金 額 内 容千円 生活困窮者の最低生活を保障するための必要な保護の実施生活保護費の支給 4,990,944 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度生活保護費（千円） 4,278,842 4,652,869 4,990,944住所不明者の援護事 業 名 金 額 内 容千円 住所不明の被保護者に係る市村支弁経費の1/4を補助生活保護法第 7 3条 156,604 成 果 指 標 20年度 21年度 22年度県 費 負 担 金 生活保護法73条県負担金（千円） 148,051 168,408 156,604


